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1.　はじめに

道路照明柱，標識等に代表される単柱方式の道
路附属物（以下「道路附属物」という）は，長期
間にわたって設置されることやそのほとんどが，
屋外に設置されることから経年変化による劣化は
避けられない。
このため国土交通省では，それら附属物の健全

性を維持するために定期的な点検を実施してい
る。また，平成22年12月には「附属物（標識，照
明柱）の点検要領案（以下「点検要領案」とい
う）」を作成し，道路附属物点検の着目点や点検
内容について規定したところである。
道路附属物の損傷箇所は多岐にわたるが，地際

部のき裂や腐食による損傷は，第三者被害を伴う
倒壊の恐れがあるため，損傷状況を明確に把握す
ることが必要となる。
一方，点検要領案に規定された地際部の点検は

「目視点検を基本とし，必要に応じて詳細点検を
実施すること」となっている。しかしながら，目
視点検は点検従事者の経験や能力に左右されるこ
と，詳細点検で実施する掘削は時間，費用を要す
ること，交通規制等に伴う道路利用者への影響，
掘削殻の発生等，さまざまな問題点を有している。

2.　�道路附属物の非破壊検査技術の
検討

道路附属物とその既点検方法が有する問題点を
改善する一技術として，道路附属物の損傷状況を
非破壊で確認できる技術が有効と想定し検討を行
った。非破壊技術はさまざまなものが想定される
が，基礎から技術開発を行うことは時間，費用等
を要し現実的ではないため，既存技術を活用，技
術検証を行う方法を用いた。

3.　NETISの活用

⑴　NETISの概要

NETIS（新技術情報提供システム）は，民間
等で開発されたさまざまな公共事業に関する新技
術をインターネット上で提供する国土交通省が運
営するデータベースシステムである。平成26年 4
月時点で約4,000強の新技術が登録されており，
関東地方整備局発注の約 3割強の工事において活
用されている。
NETISに登録された新技術は一定数が活用さ
れると各地方整備局が組織する新技術活用評価会
議において事後評価がなされるとともに，技術の
スパイラルアップに結びつく改善の方向性が示さ
れる。

新技術開発探訪

道路附属物の支柱の路面境界部の
き裂・腐食等の変状，残存板厚を
非破壊で確認できる新技術について
―新技術活用システムのフィールド提供型を

用いた新技術の活用―
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⑵　フィールド提供型による新技術の試行

公共工事の場で新技術を試行する方法の一つに
フィールド提供型がある。この制度は，国土交通
省が有するニーズやその適用条件を提示し，技術
公募を実施，応募された技術について技術検証を
行うものである。今回は，この制度を活用し，道
路附属物の非破壊検査技術について検討を行っ
た。この制度の運用において，関東
地方整備局新技術活用評価会議で
は，公募要件の作成，公募技術の評
価，試行実験計画の審査，試行結果
の評価等を実施した。
図― 1に検討の流れを示す。

4.　技術公募

⑴　公募条件

技術公募は，点検要領案に規定す
る仕様を満たすことを条件として各
種要件を設定した。公募要件を表―
1に示す。

⑵　応募技術

提示した公募条件に対して 4社から 5技術が応
募され，要件を満たす 4技術を選定した。いずれ
の技術も超音波を道路附属物の地上露出部分から
地中に向けて照射し，その反射程度で，変状の有
無やその程度を判断するものである。図― 2に測
定イメージを表― 2に実験対象として選定した 4
技術について示す。

図－ 1　検討の流れ

図－2　測定イメージ

表―1　公募要件

項目 要求性能等

公募技術により代替しよう
とする技術

近接目視などの結果から必要に応じて実施する調査で，超音波パルス反射法による残存板厚
調査，き裂深傷調査，路面境界部の掘削を伴う目視点検

公募において要求する技術 従来技術を代替できる非破壊検査技術

要求性能
①�　路面境界部の掘削やはつりを省略あるいは低減し腐食状況と残存板厚が確認できること
②�　路面境界部の掘削やはつりを省略あるいは低減しき裂の有無を確認できること

検査速度（時間） 従来検査方法と比較して同等または短縮できること

費用 従来検査技術の費用を大きく上回らないこと
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⑶　フィールド実験

1）実験の考え方
応募された各技術が点検要領

案に記載された着目点である
「道路附属物における地際〜地
際−40mm間における損傷の有
無等を公募要件に沿って把握可
能か否か」，「NETIS規定の評
価項目である従来技術に比較し
た優位性」の二つの観点から評
価を行った。
なお，選定した非破壊技術の

活用は，発注者が，当該技術を
道路附属物点検業務の中で発注
者指定により行い，その測定結
果の確からしさに関する確認
は，技術応募者が，測定を行っ
た道路附属物の基部を掘削，非
破壊技術での測定結果と比較を
行うことにより実施した。

2）実験場所
主に従来技術に比した新技術の優位性を千葉国

道事務所（以下「千葉国」という）が管理する国
道16号，127号，357号に設置されている照明柱お
よび標識柱（以下「千葉国対象柱」という）で，
き裂・腐食の測定性能の検証を関東技術事務所
（以下「関技」という）構内に設置した模擬試験
柱で実施した。
図― 3に千葉国管内の実験箇所を，写真― 1に

関技構内の模擬試験柱を示す。

3）実験結果
①　測定性能の検証
千葉国対象柱，関技模擬試験柱に対して各技術

を使用して測定，測定後，千葉国対象柱について
は，掘削を行い実際の損傷状況と照合することに
より検証した。
②　測定性能検証結果
図― 4， 5は千葉国対象柱および関技模擬試験

柱における測定結果を示したものである。いずれ
の結果も腐食またはき裂の変状は把握できている
が，位置や程度については，実際の値に対してば
らつきがある結果となった。また，板厚は 2社が
「測定機能を有していない」， 2社が「段階判定能
力のみの機能」であり，点検要領案に規定されて
いる0.1mm単位の測定精度は満足していないとの
結果になった。
③　従来技術との優位性比較
NETISでは新技術を使用した場合，経済性，

図― 3　千葉国管内の実験箇所

写真－1　関技構内の模擬試験柱
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工程，品質・出来高，安全性，施工性，環境の 6
項目について活用効果調査表により当該技術の活
用者が評価を行った。その結果各技術とも工程，
環境，経済性について従来技術よりも優位性が認
められ，特に工程については，「極めて優れた」
との評価がなされている。表― 3に評価結果一覧
を示す。

5.　まとめと今後の課題

⑴　ま と め

今回のフィールド実験における公募 4技術は，
道路附属物の変状は把握できることが確認され
た。しかしながら，き裂，腐食の区分やその位置，
程度については実際の値との差が生じているた

め，点検要領案に規定されている詳細点検の全て
の項目を代替することは，困難と判断される。ま
た，NETISの評価では，工程に極めて優れると
の判断がなされている。これは，掘削を伴わない
ため極めて短時間で調査が実施可能なことによる
ものと考えられる。また，掘削を伴わないことに
よりアスファルト殻等の産業廃棄物の発生も抑制
可能であり環境面でも優位と判断される。

⑵　今後の課題

公募 4技術は点検要領案に記載する詳細点検の
項目を満足することはできないが，変状について
把握できることが確認された。一方，点検要領に
おける詳細点検として設置後，おおむね20年以上
を経過した単柱形式の道路附属物については，そ
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図― 4　測定結果（千葉国対象柱）① 図― 4　測定結果（千葉国対象柱）②

図― 5　測定結果（関技模擬試験柱）②図― 5　測定結果（関技模擬試験柱）①

凡例：■新技術による検出（き裂または腐食），■従来技術による検出（掘削）
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の基礎形状により掘削を伴うことが規定されてい
る。しかしながら，道路附属物数は膨大に及ぶた
め全てを掘削することは困難が伴うほか，コスト
や道路利用者に与える影響も少なくない。
今回，検証を行った非破壊技術は「変状の把握

が可能」という特徴を有しているため道路附属物
の詳細点検前におけるスクリーニング調査や変状
の有無のみを把握する簡易調査への活用可能性を
有している。
このような形態での点検を行うことにより限ら

れたコストで，多くの道路附属物の点検が可能と
なるほか，自治体等が管理する道路附属物への点
検への適用可能性も見いだせる。

図― 6に点検要領案に規定されている掘削調査
における掘削前点検活用イメージを示す。なお，
現在の点検要領案には「スクリーニングや簡易点
検といった規定がないこと」や「非破壊機器の使
用に関する規定」がないため，今後，道路管理者
が附属物の点検を行う際のそれらに対するニーズ
の有無を明確に把握した上で機器仕様，測定精
度，コスト設定等について検討を進める予定であ
る。
最後に，今回のフィールド実験では非破壊技術
公募各社に現地実験等についてご協力いただい
た。紙面を借りて深謝する。

� 国土交通省関東地方整備局�関東技術事務所　技術情報管理官　今
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図― 6　点検要領案における掘削前点検活用イメージ


